
1 7 年 国 調人

口
1 2 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

1 8 . 3 . 3 1
1 7 . 3 . 3 1
増  減  率

92,318 人
人
％

91,173
1.3

93,646 人
人93,671

-0.0 ％

１２ 年 国 調区 　 分

2,865

5.8
第 １ 次

第 ２ 次
18,857

38.1

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

７ 年 国 調

8.5

4,123

18,895

38.8

第 ３ 次
27,718

56.0

25,678

52.7
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

人口集中地区人口

67,954 0.2

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

209.91

440

67,954 0.4
32,002 0.1

都 道 府 県 名

18

福 井 県

団 体 名

2109

坂井市

市 町 村 類 型 Ⅱ－１

地方交付税種地 1 - 3

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

自動車取得税交付金

軽 油 引 取 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

11,469,420 31.5 11,469,420 59.3
745,031 2.0 745,031 3.9

32,002 0.2
43,102 0.1

827,776 2.3 827,776 4.3
35,463 0.1 35,463 0.2

- - - -
215,072 0.6 215,072 1.1

- - - -
380,645 1.0 380,645 2.0

6,319,704 17.4 5,411,672 28.0
5,411,672 14.9 5,411,672 28.0
908,032 2.5 - -

20,136,169 55.3 19,228,137 99.5
16,549 0.0 16,549 0.1

291,659 0.8 38 0.0
895,840 2.5 42,428 0.2
183,177 0.5 - -

2,153,553 5.9 - -
- - - -

1,585,482 4.4 - -
224,516 0.6 22,156 0.1
28,149 0.1 - -

3,663,128 10.1 - -
1,653,383 4.5 - -
986,993 2.7 19,003 0.1

4,584,400 12.6 - -

36,402,998 100.0 19,328,311 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法定外普通税

旧 法 に よ る 税

11,387,011

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水利地益税等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

11,387,011 99.3 214,228

99.3 214,228
4,487,202 39.1 214,228
117,071 1.0 -

3,070,177 26.8 -

-

327,581 2.9

-

54,567
972,373

-

8.5 159,661

-

6,199,389 54.1

-

6,027,336 52.6

-

156,224 1.4
544,196 4.7

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

82,409 0.7

82,409 0.7
82,409 0.7 -

- - -
- - -

214,228

指 定 団 体 等

新 産

工 特

低 開 発

産 炭

山 振
43,102

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現在高

財 政 再 建
指数表選定

財 源 超 過

×

×

×

×

○
0.2

×

２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

×

○

○

○

-

×

×

×

区 　 　 　 　 分 平成 1 7年度 (千円 ) 平成 1 6年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

36,402,998 -
35,003,364 -
1,399,634 -

82,408 -
1,317,226 -
1,317,226 -

50,095 -
- -

641,532 -
725,789 -

平成１７年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員
うち技能労務員

教 育 公 務 員
消 防 職 員
臨 時 職 員

合 計

783 2,553,400 3,261
97 241,270 2,487
41 141,520 3,452
- - -
- - -

824 2,694,920 3,271

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

×

○

○

○

×

×

×

し 尿 処 理 ○

ご み 処 理 ×

火 葬 場 ○

○常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 18.03.20 9,500

助 役 1 18.03.20 7,800

収 入 役 1 18.03.20 6,800

教 育 長 1 18.03.20 6,700

議 会 議 長 1 18.03.20 4,900

議 会 副 議 長 1 18.03.20 4,200

議 会 議 員 28 18.03.20 4,000

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 8,079,405 23.1 7,247,578 7,100,961 34.4
う ち 職 員 給 5,507,166 15.7 4,763,832 - -

扶 助 費 2,744,651 7.8 1,098,415 1,097,458 5.3
公 債 費 3,160,109 9.0 3,063,712 3,063,712 14.9

元 利 償 還 金 3,160,053 9.0 3,063,656 3,063,656 14.9
一時借入金利子 56 0.0 56 56 0.0

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

13,984,165 40.0 11,409,705 11,262,131 54.6
4,646,799 13.3 3,354,953 2,725,639 13.2

維 持 補 修 費 277,418 0.8 267,202 168,037 0.8
補 助 費 等 6,259,173 17.9 5,683,114 2,931,894 14.2

うち一部事務組合負担金 2,707,276 7.7 2,257,604 1,868,071 9.1
繰 出 金 1,953,402 5.6 1,723,486 1,671,914 8.1
積 立 金 90,419 0.3 20,616 - -
投資・出資金・貸付金 281,785 0.8 380 - -
前年度繰上充用金 - - -

7,510,203 21.5投 資 的 経 費 2,594,201
144,312 0.4う ち 人 件 費 140,912

7,503,588 21.4普通建設事業費 2,594,201

う ち
5.9{ 5,230,572 14.9 2,454,525

災害復旧事業費

2,076,837 44,938

6,615 0.0 -
-失業対策事業費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

35,003,364 100.0 25,053,657

内
訳

経常経費充当一般財源等計
18,759,615 千 円

経  常  収  支  比  率
90.9 ％ ％97.1

(減税補てん債及び 
 臨時財政対策債除く)

1 2 年 国 調

26,453,291

７ 年 国 調

うち減税補てん債

議 会 費
区  分 決  算  額  ( Ａ )

433,705
構成比

1.2
(Ａ)のうち普通建設事業費

-
( Ａ ) の 充 当 一 般 財 源 等

433,705
総 務 費 5,083,447 14.5 1,094,201 4,014,759
民 生 費 8,387,435 24.0 495,890 5,248,154

3,069,610衛 生 費 8.8 37,396 2,486,132
労 働 費 250,078 0.7 2,500 78,059
農 林 水 産 業 費 1,393,807 4.0 534,559 1,022,946
商 工 費 660,893 1.9 123,903 406,688
土 木 費 3,798,373 10.9 1,666,114 3,067,431
消 防 費 1,486,169 4.2 111,280 1,427,785
教 育 費 7,273,123 20.8 3,437,745 3,804,286
災 害 復 旧 費 6,615 0.0 - -
公 債 費 3,160,109 9.0 - 3,063,712
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

(人)

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 35,003,364 100.0 7,503,588 25,053,657

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合  計

下 水 道

病 院

上 水 道

工 業 用 水 道

国民健康保険

そ の 他

3,960,684
1,471,263

340,322

-
500,361

195,697

1,453,041

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 794,123
再 差 引 収 支 352,006
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 14,210
被 保 険 者 数 ( 人 ) 28,534

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 83
国 庫 支 出 金 68
保 険 給 付 費 154

区　　　分 (単位千円)

(人)

基準財政収入額 10,337,779
基準財政需要額 15,742,640
標準税収入額等 13,530,489
標 準 財 政 規 模 18,942,161
財 政 力 指 数 0.63
実質収支比率 7.0
経常一般財源等比率 102.0
公債費負担比率 11.6
公 債 費 比 率 12.9

起債制限比率 8.9

積立金 財  調 1,761,554
減  債 602,247
特定目的 1,285,888

地 方 債 現 在 高 29,947,302
うち政府資金 13,726,090(

支
出
予
定
額)

物 件等購入 1,291,212
保証・補償 -
そ  の  他 128,900
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 1,860,744
徴
収
率

現
年計

98.2 93.2
98.2 93.3
98.0 92.2

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)
(％)
(％)
(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

補 助
単 独

うち臨時財政対策債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

26,646

債
務
負
担
行
為
額

10

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

146,200 0.4 - -
1,152,200 3.2 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

法 定 目 的 税

-

-

-法定外目的税

11,469,420

- -

100.0

25,274

1 7 年 国 調 世 帯 数

28,035

1 2 年 国 調 世 帯 数

26,278

特定農山村 ○

離 島 ×

半 島 ×

の 指 定 状 況

14.1実質公債費比率(％)




